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論 文 内 容 の 要 旨
１．目的と問題意識
　本論文は、国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards、以下、IFRS）の新しい金融




あると指摘されていた。そこで、国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board、以下、
IASB）は2008年３月にディスカッション・ペーパー「金融商品の報告における複雑性の低減」（DP2008）




　金融商品に関する会計基準は986年に米国財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board、
以下、FASB）がプロジェクトを開始して以来、約30年間にわたって議論されてきた。IASB の前身であっ










IASC の後身である IASB が全面公正価値測定を支持していたことからも、全面公正価値測定の是非につい
ての検討を行い、測定属性についての考え方を定めて立場を明確にする必要がある。
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　また、IASB は、IFRS 第９号では、①償却原価、②評価差額を OCI（その他の包括利益）で認識する公
正価値（FVOCI）、③評価差額を純損益で認識する公正価値（FVPL）の３つを測定属性とする混合測定属
性モデルを採用しているが、その場合には各測定属性に関する測定問題について検討する必要がある。すな

































































































































例えば IFRS 第７号との関連性を踏まえるなど、IFRS 第９号に留まらない包括的検討が不十分であったと
いえる。しかしながら、論文提出時点では IFRS 第9号は公表後１年強しか経っておらず、その発効日を勘
案すると現時点での具体的な解決策の提示は困難であったとも考えられる。したがって、この点については、
実際に IFRS 第９号に準拠して減損を行った企業の観察などを通し、今後具体的な解決策が提示されること
が期待される。
　さらに、本論文では公正価値ヒエラルキー情報についての統計的分析を行っているが、サンプルが十分で
なく、実証モデルも単純なものであるので、当該分析だけでは確固たる証拠を提供できたとはいえない。た
だし、公正価値ヒエラルキー情報の開示が要求されていない我が国において、米国会計基準または IFRS 適
用企業しかサンプルとできなかった点は環境的な制約であり、IFRS 適用企業の増加とともに解決されるで
あろう。同時に、サンプルが充実すれば、より詳細な条件設定を行った上でのモデル構築も可能となると考
えられる。
　本論文にはこうした課題が残されているが、これらは決して本論文の価値を損なうものではない。また、
金融商品は新たな形態のものが生み出され続けており、会計不正という観点からも重要性の高い分野であり、
金融商品会計基準には測定問題を中心として議論の余地が残されている。さらなる研究の蓄積が望まれる
テーマであるといえよう。その意味から、残された課題に取り組み、今後の研究成果を上げることが大いに
期待される。特に、統計的分析において、公正価値ヒエラルキー情報を手作業で入力するという手間のかか
る作業をしたうえで、我が国の先行研究にはない新たな分野に挑んだことは高く評価されるべきであり、サ
ンプルの問題が解決された後、さらに精緻な分析が行われることが期待される。
　これらを総合的に勘案して、審査委員としては、本論文提出者が博士（商学）の学位を受けるのに値する
ものと判断する。
